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監理銘柄及び整理銘柄に関する規則 

 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，監理銘柄及び整理銘柄への指定に関し，必要な事

項を定める。 

 

第２条から第６条まで 削除 

 

（監理銘柄，整理銘柄への指定） 

第７条 監理銘柄又は整理銘柄への指定は，第９条の規定の適用を受け

る場合を除き，次の各号に定めるところによる。 

(1) 株券（ＪＡＳＤＡＱ上場株券，競争売買市場に上場する優先株及

びＪＡＳＤＡＱに上場する種類株を除き，優先出資証券及び外国株

預託証券等を含む。以下この号及び次条第１項第１号において同

じ。）については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定 

上場株券が次のいずれかに該当する場合には，当該株券を監理

銘柄に指定することができる。この場合において，(i)の２，(i)

の３，(k)，(l)，(o) 又は(q)に該当する場合は監理銘柄（審査

中）に指定し，それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

(a) 株券上場廃止基準の取扱い１(1)ａに定める期間の最終日ま

でに，浮動株式数が1,000単位（外国会社の場合は，株券上場廃

止基準第２条第２項第２号に定める株式数）以上となったこと

が確認できない場合又は株主数が150人以上に達したことが確

認できない場合 

(b) 株券上場廃止基準の取扱い１(1)ｂに関する株式の分布状況

表等により算出された浮動株式数が上場株式数の５％未満であ
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る場合であって，同基準第２条第１項第１号ｂに定める書類が

提出されていないとき。 

(b)の２ 株券上場廃止基準第２条第１項第２号に定める期間の

最終日までに，浮動株時価総額が２億５千万円以上となること

が確認できない場合 

(c) 株券上場廃止基準第２条第１項３号ａ又はｂに該当した場合

であって，同条第１項第３号ただし書に規定する公募，売出し

又は立会外分売が行われるかどうかを確認できないとき。 

(d) 株券上場廃止基準の取扱い１(4)ａにおいて準用する上場株

券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基準の取

扱い１(4)ｂに定める期間の最終日までに，株券上場廃止基準第

２条第１項第４号に該当しなくなったことが確認できない場合 

(e) 上場会社（ＪＡＳＤＡＱの上場会社を除く。この号において

同じ。）が株券上場廃止基準第２条第１項第５号に該当する状態

にある旨の発表等を行った場合であって，同号に該当するかど

うかを確認できないとき。 

(f) 上場会社が行った決議又は決定の内容が株券上場廃止基準第

２条第１項第７号に該当するおそれがあると本所が認める場合

（同号に規定する開示を行った場合を除く。） 

(f)の２ 株券上場廃止基準第２条第１項第７号後段に定める期

間の最終日までに，同号後段に該当しなくなったことが確認で

きない場合 

(g) 株券上場廃止基準第２条第１項第８号前段に規定する場合に

該当するおそれがあると本所が認める場合。 

(h) 上場会社が株券上場廃止基準の取扱い１(8)ｂ(b)に規定する

合併に関する取締役会決議（委員会設置会社にあっては執行役

の決定を含み，上場優先出資証券の発行者にあっては，取締役

会に類する機関の決定を含む。）を行った場合，又は上場会社が
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合併以外の事由により解散する場合のうち株主総会の決議によ

り解散する場合（同取扱い１(7)ｂ(b)の規定の適用を受ける場

合を除く。）において当該解散に関する取締役会決議を行ったと

き。 

(i) 株券上場廃止基準の取扱い１(9)ｆに定める猶予期間の最終

日までに，株券上場審査基準に準じて本所が定める基準に適合

することが確認できない場合（(i)の２に掲げるときを除く。） 

(i)の２ 株券上場廃止基準の取扱い１(9)ｆに定める猶予期間

の最終日までに，株券上場審査基準に準じて本所が定める基準

に適合することが確認できない場合であって，当該基準に適合

しないかどうかの審査を行っているとき 

(i)の３ 株券上場廃止基準第２条第１項第９号の２に該当する

おそれがあると本所が認める場合 

(j) ２人以上の公認会計士又は監査法人による財務諸表等の監査

証明に関する内閣府令（昭和32年大蔵省令第12号。以下「監査

証明府令」という。）第３条第１項の監査報告書又は四半期レビ

ュー報告書（公認会計士又は監査法人に相当する者による監査

証明に相当する証明に係る監査報告書又は四半期レビュー報告

書及び特定事業会社にあっては，中間監査報告書を含む。以下

同じ。）を添付した有価証券報告書又は四半期報告書について，

次のいずれかに該当した場合 

イ 法第24条第１項又は第24条の４の７第１項に定める期間

の最終日までに内閣総理大臣等に提出できる見込みのない

旨の開示を，当該最終日までに行っているとき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(k) 上場会社が株券上場廃止基準第２条第１項第11号ａ前段又は

同号ｂ前段に該当する場合（これらに該当すると認められる相

当の事由があると本所が認める場合を含む。）。ただし，同基準
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第２条第１項第11号ａ後段又は同号ｂ後段に該当しないことが

明らかであるときは，この限りでない。 

(l) 株券上場廃止基準第２条第１項第12号に該当するおそれがあ

ると本所が認める場合（株券上場廃止基準の取扱い４(4)に該当

する場合を除く。） 

(l)の２ 上場会社（外国株券及び上場外国株預託証券等の発行者

並びに株券上場審査基準第４条第１項第９号ただし書に該当す

る上場会社を除く。以下この(l)の２において同じ。）が，株式

事務代行委託契約の解除の通知を受領した旨の開示を行った場

合その他上場会社が株式事務を本所の承認する株式事務代行機

関に委託しないこととなるおそれがあると本所が認める場合 

(m) 上場会社が株券上場廃止基準第２条第１項第14号又は同条第

２項第５号に該当する株式の譲渡制限に関する取締役会決議を

行った場合。 

(n) 上場会社が株券上場廃止基準の取扱い１(13)ｂに規定する株

式交換又は株式移転に関する取締役会決議（委員会設置会社に

あっては執行役の決定を含む。）を行った場合 

(n)の２ 株券上場廃止基準第２条第１項第16号に該当するおそ

れがあると本所が認める場合 

(n)の３ 株券上場廃止基準第２条第１項第17号に規定する「株

主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると本所が認

めた場合」に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(n)の４ 上場会社が株券上場廃止基準の取扱い１（15）ｂに規

定する株式の全部の取得を行う旨の発表等を行ったとき 

(o) 株券上場廃止基準第２条第１項第19号（株券又は外国株預託

証券等の不正発行の場合を除く。）に該当するおそれがあると本

所が認める場合 

(p) 株券上場廃止基準第２条第２項第１号本文に該当するおそれ
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があると本所が認める場合。ただし，株券上場審査基準第４条

第３項第２号又は第４号の規定の適用を受ける場合は，この限

りでない。 

(q) 株券上場廃止基準第２条第２項第４号に該当するおそれがあ

ると本所が認める場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

上場株券が株券上場廃止基準第２条第１項各号（第８号のうち

株券上場廃止基準の取扱い１(8)ｂ(a)に規定する合併による解

散の場合，第12号のうち株券上場廃止基準の取扱い４(4)に規定

する場合，第15号のうち株券上場廃止基準の取扱い１(13)ａに規

定する株式交換又は株式移転による完全子会社化の場合，第18号

のうち株券上場廃止基準の取扱い１(15)ａに該当する場合及び

第19号のうち株券又は外国株預託証券等の不正発行の場合を除

く。）又は第２項各号のいずれかに該当する場合には，当該株券

を整理銘柄に指定することができる。ただし，株券上場審査基準

第４条第３項第２号又は第４号の規定の適用を受ける場合は，こ

の限りでない。 

(1)の２ ＪＡＳＤＡＱ上場株券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定 

ＪＡＳＤＡＱ上場株券が次のいずれかに該当する場合には，当

該株券を監理銘柄に指定することができる。この場合において，

(j)の２，(k)，(m)，(n)，(u)又は(w)に該当する場合は監理銘柄

（審査中）に指定し，それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指

定する。 

(a) ＪＡＳＤＡＱ上場株券が，ＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上

場規程に関する取扱要領（以下「ＪＱ有価証券上場規程取扱要

領」という。）43(1)ａ及び44(3)ａに定める期間の最終日までに，

浮動株式数が500単位（外国会社の場合は，ＪＡＳＤＡＱにおけ
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る有価証券上場規程（以下「ＪＱ有価証券上場規程」という。）

第47条第２項第２号ａに規定する株式数）以上となったことが

確認できないとき又は株主数が150人（外国会社の場合は，ＪＱ

有価証券上場規程第47条第２項第２号ｂに規定する株主数）以

上に達したことが確認できないとき。 

(b) ＪＡＳＤＡＱ上場株券の浮動株時価総額が，ＪＱ有価証券上

場規程取扱要領43(2)ｂに定める期間の最終日までに，２億５千

万円以上となることが確認できないとき。ただし，ＪＱ有価証

券上場規程第47条第１項第２号ただし書に規定する場合には，

本所がその都度定めるところによる。 

(c) ＪＡＳＤＡＱ上場会社（ＪＡＳＤＡＱ上場株券の発行者をい

う。この号及び次条第１項第１号において同じ。）がＪＱ有価証

券上場規程第47条第１項第３号に該当する状態にある旨等の発

表を行った場合であって，同号に該当するかどうかを確認でき

ないとき。 

(d) ＪＱ有価証券上場規程取扱要領43(4)ｂに定める期間の最終

日からさかのぼって５営業日以内において，月間終値平均が10

円未満である場合 

(e) ＪＡＳＤＡＱ上場会社がＪＱ有価証券上場規程第47条第１項

第５号に該当する状態にある旨等の発表を行った場合であって，

同号に該当するかどうかを確認できないとき。 

(f) ＪＡＳＤＡＱ上場会社が行った決議又は決定の内容がＪＱ有

価証券上場規程第47条第１項第７号に該当するおそれがあると

本所が認める場合（同号に規定する開示を行った場合を除く。） 

(g) ＪＱ有価証券上場規程第47条第１項第７号後段に定める期間

の最終日までに，同号後段に該当しなくなったことが確認でき

ない場合 

(h) ＪＱ有価証券上場規程第47条第１項第８号前段に規定する場
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合に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(i) ＪＡＳＤＡＱ上場会社がＪＱ有価証券上場規程取扱要領

43(8)ｂ(b)に規定する合併に関する取締役会決議（委員会設置

会社にあっては執行役の決定を含む。）を行った場合又は上場会

社が合併以外の事由により解散する場合のうち株主総会の決議

により解散する場合（ＪＱ有価証券上場規程取扱要領43(7)ｂ

(b)の規定の適用を受ける場合を除く。）において当該解散に関

する取締役会決議を行ったとき。 

(j) ＪＱ有価証券上場規程取扱要領43(9)ｆに定める猶予期間の

最終日までに，上場審査基準に準じて本所が定める基準に適合

することが確認できない場合（(j)の２に掲げるときを除く。） 

(j)の２ＪＱ有価証券上場規程取扱要領43(9)ｆに定める猶予期

間の最終日までに，上場審査基準に準じて本所が定める基準に

適合することが確認できない場合であって，当該基準に適合し

ないかどうかの審査を行っているとき。 

(k) ＪＱ有価証券上場規程第47条第１項第10号に該当するおそれ

があると本所が認める場合 

(l) ２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３

条第１項の監査報告書又は四半期レビュー報告書（公認会計士

又は監査法人に相当する者による監査証明に相当する証明に係

る監査報告書又は四半期レビュー報告書及び特定事業会社にあ

っては，中間監査報告書を含む。以下同じ。）を添付した有価証

券報告書又は四半期報告書について，次のいずれかに該当した

場合 

イ 法第24条第１項又は第24条の４の７第１項に定める期間

の最終日までに内閣総理大臣等に提出できる見込みのない

旨の開示を，当該最終日までに行っているとき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 
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(m) ＪＡＳＤＡＱ上場会社がＪＱ有価証券上場規程第47条第１項

第12号ａ前段又は同号ｂ前段に該当する場合（これらに該当す

ると認められる相当の事由があると本所が認める場合を含む。）。

ただし，同規程第１項第12号ａ後段又は同号ｂ後段に該当しな

いことが明らかであるときは，この限りでない。 

(n) ＪＱ有価証券上場規程第47条第１項第13号に該当するおそれ

があると本所が認める場合（ＪＱ有価証券上場規程取扱要領

49(1)に該当する場合を除く。） 

(o) ＪＡＳＤＡＱ上場会社（外国株券の発行者及びＪＱ有価証券

規程第８条第６号ただし書に該当する上場会社を除く。）が，株

式事務代行委託契約の解除の通知を受領した旨の開示を行った

場合その他上場会社が株式事務を本所の承認する株式事務代行

機関に委託しないこととなるおそれがあると本所が認める場合 

(p) ＪＡＳＤＡＱ上場会社がＪＱ有価証券上場規程第47条第１項

第15号又は同条第２項第４号に該当する株式の譲渡制限に関す

る取締役会決議を行った場合 

(q) ＪＡＳＤＡＱ上場会社がＪＱ有価証券上場規程取扱要領

43(14)ｂに規定する株式交換又は株式移転に関する取締役会決

議（委員会設置会社にあっては執行役の決定を含む。）を行った

場合 

(r) ＪＱ有価証券上場規程第47条第１項第17号に該当するおそれ

があると本所が認める場合 

(s) ＪＱ有価証券上場規程第47条第１項第18号に規定する「株主

の権利及びその行使が不当に制限されていると本所が認めた場

合」に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(t) ＪＡＳＤＡＱ上場会社がＪＱ有価証券上場規程取扱要領

43(16)ｂに規定する株式の全部の取得を行う旨の発表等を行っ

たとき。 
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(u) ＪＱ有価証券上場規程第47条第１項第20号（株券の不正発行

の場合を除く。）に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(v) ＪＱ有価証券上場規程第47条第２項第１号本文に該当するお

それがあると本所が認める場合。ただし，同規程第15条第２号

又は同条第４号の規定の適用を受ける場合は，この限りでない。 

(w) ＪＱ有価証券上場規程第47条第２項第３号に該当するおそれ

があると本所が認める場合 

(x) ＪＡＳＤＡＱ上場会社がＪＱ有価証券上場規程第47条第３項

に該当する状態にある旨等の発表を行った場合であって，同号

に該当するかどうかを確認できないとき。 

ｂ 整理銘柄への指定 

ＪＡＳＤＡＱ上場株券がＪＱ有価証券上場規程第47条第１項

各号（第８号のうちＪＱ有価証券上場規程取扱要領43(8)ｂ(a)に

規定する合併による解散の場合，第13号のうちＪＱ有価証券上場

規程取扱要領49(1)に該当する場合，第16号のうちＪＱ有価証券

上場規程取扱要領43(14)ａに規定する株式交換又は株式移転に

よる完全子会社化の場合，第17号のうちＪＱ有価証券上場規程取

扱要領43(16)ａに該当する場合及び第20号のうち株券の不正発

行の場合を除く。），第２項各号，第３項又は第４項のいずれかに

該当する場合には，当該株券を整理銘柄に指定することができる。 

(2) 競争売買市場に上場する優先株については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定 

上場優先株が次のいずれかに該当する場合には，当該株券を監

理銘柄に指定することができる。この場合において，当該優先株

の発行者が発行する株券が監理銘柄（審査中）に指定されている

場合又は(f)に該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定し，そ

れ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

(a) 優先株に関する有価証券上場規程の特例の取扱い（以下「優
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先株特例の取扱い」という。）２(1)において準用する株券上場

廃止基準の取扱い１(1)ａに規定する猶予期間の最終日までに，

浮動株式数が1,000単位以上となったことが確認できない場合

又は株主数が150人以上に達したことが確認できない場合 

(b) 優先株特例の取扱い２(1)において準用する株券上場廃止基

準の取扱い１(1)ｂに関する株式の分布状況表等により算出さ

れた浮動株式数が上場株式数の５％未満である場合であって，

優先株に関する有価証券上場規程の特例（以下「優先株特例」

という。）第５条第２項第１号ｂに定める書類が提出されていな

いとき。 

(c) 優先株特例第５条第２項第２号に定める期間の最終日までに，

浮動株時価総額が２億５千万円以上となることが確認できない

場合 

(d) 優先株特例第５条第２項第５号に該当するおそれがあると本

所が認める場合 

(e) 優先株特例第５条第２項第６号に該当するおそれがあると本

所が認める場合 

(e)の２ 優先株特例第５条第２項第６号の２に該当するおそれ

があると本所が認める場合 

(f) 優先株特例第５条第２項第７号に該当するおそれがあると本

所が認める場合 

(g) 当該優先株の発行者の発行する株券が監理銘柄に指定された

場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

上場優先株が優先株特例第５条第１項各号（株券上場廃止基準

の取扱い１(8)ｂ(a)に規定する合併による解散の場合及び株券

上場廃止基準の取扱い１(13)ａに規定する株式交換又は株式移

転による完全子会社化の場合を除く。）又は同条第２項第１号，
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第２号又は第４号から第７号までのいずれかに該当する場合に

は，当該株券を整理銘柄に指定することができる。 

(2)の２ ＪＡＳＤＡＱに上場する種類株については，次のとおりと

する。 

ａ 監理銘柄の指定 

上場種類株が次のいずれかに該当する場合には，当該上場種類

株を監理銘柄に指定することができる。この場合において，(d)

に該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定し，それ以外の場合

は監理銘柄（確認中）に指定する。 

(a) 種類株に関するＪＡＳＤＡＱにおける有価証券上場規程の特

例の取扱い（以下「種類株特例取扱い」という。）４(1)ｃに定

める期間の最終日において，種類株に係る株主数が種類株に関

するＪＡＳＤＡＱ等における有価証券上場規程の特例（以下「種

類株特例」という。）第７条第２項第１号に定める人数に達して

いることが確認できない場合 

(b) 種類株特例第７条第２項第４号に該当するおそれがあると本

所が認める場合 

(c) 種類株特例第７条第２項第５号に該当するおそれがあると本

所が認める場合 

(d) 種類株特例第７条第２項第６号に該当するおそれがあると本

所が認める場合 

(e) 種類株特例第７条第２項第６号の２に該当するおそれがある

と本所が認める場合 

(f) 種類株特例第７条第２項第７号に該当するおそれがあると本

所が認める場合 

(g) 当該上場種類株の発行者の発行する上場株券又は他の上場種

類株が監理銘柄に指定された場合 

ｂ 整理銘柄の指定 
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上場種類株が種類株特例第７条第１項各号（ＪＱ有価証券上場

規程取扱要領43(8)ｂ(a)イ及び同(a)ロに規定する合併による解

散の場合，ＪＱ有価証券上場規程取扱要領43(14)ａ(a)及び同ａ

(b)に規定する株式交換又は株式移転による完全子会社化の場合

を除く。）又は同特例第７条第２項第１号若しくは第３号から第

７号までのいずれかに該当する場合には，当該上場種類株を整理

銘柄に指定することができる。 

(3) 債券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定 

上場債券が次のいずれかに該当する場合には，当該債券を監理

銘柄に指定することができる。この場合において，当該債券の発

行者が発行する株券が監理銘柄（審査中）に指定されている場合

又は(f)に該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定し，それ以

外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

(a) 上場債券の発行者の発行する株券が監理銘柄に指定されるこ

ととなった場合又はこれと同等の状態となったと本所が認めた

場合。ただし，当該株券が第１号ａの(a)から(e)まで，(f)の２，

(m)及び(n)の２の規定により監理銘柄に指定されることになっ

た場合の上場債券については，この限りでない。 

(b) 債券に関する有価証券上場規程の特例（以下「債券特例」と

いう。）第７条第２項第３号に該当するおそれがあると本所が認

める場合又は上場債券について社債権者集会が招集されること

となった場合 

(c) 債券特例第７条第２項第４号に該当するおそれがあると本所

が認める場合（上場銘柄が同特例第４条第２項各号の規定によ

りその承継後速やかに上場される見込みのある場合を除く。） 

(d) 債券特例第７条第２項第５号（同特例第８条第２項の規定に

よる場合を含む。）に該当するおそれがあると本所が認める場合 
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(e) ２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３

条第１項の監査報告書，中間監査報告書又は四半期レビュー報

告書（特定事業会社にあっては，中間監査報告書を含む。）を添

付した有価証券報告書，半期報告書又は四半期報告書について，

次のいずれかに該当した場合 

イ 法第24条第１項，第24条の５第１項又は第24条の４の７第

１項に定める期間の最終日までに内閣総理大臣等に提出で

きる見込みのない旨の開示を，当該最終日までに行っている

とき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(f) 債券特例第７条第２項第６号（同特例第８条第２項の規定に

よる場合を含む。）に該当するおそれがあると本所が認める場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

上場債券が債券特例第７条第１項各号（株券上場廃止基準の取

扱い１(8)ｂ(a)に規定する合併による解散の場合，株券上場廃止

基準の取扱い１(13)ａに規定する株式交換又は株式移転による

完全子会社化の場合及び株券の不正発行の場合を除く。），同条第

２項第１号，第２号（債券の全額について最終償還期限を繰り上

げて償還することにより最終償還期限が到来することとなる場

合に限る。），第４号，第５号若しくは第６号，第８条第１項（債

券に関する有価証券上場規程の特例の取扱い４(2)ｉに規定する

合併による解散の場合を除く。）又は同条第２項のうち「未償還

額面総額が３億円未満となった場合」若しくは債券の全額につい

て最終償還期限を繰り上げて償還することにより「最終償還期限

が到来することとなる場合」，「指定振替機関の振替業における

取扱いの対象とならないこととなった場合」若しくは「公益又は

投資者保護のため，本所が上場廃止を適当と認めた場合」に該当

する場合は，当該債券を整理銘柄に指定することができる。 
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(4) 転換社債型新株予約権付社債券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定 

上場転換社債型新株予約権付社債券が次のいずれかに該当す

る場合には，当該転換社債型新株予約権付社債券を監理銘柄に指

定することができる。この場合において，当該新株予約権付社債

券の発行者が発行する株券が監理銘柄（審査中）に指定されてい

る場合又は(a)若しくは(g)に該当する場合は監理銘柄（審査中）

に指定し，それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

(a) 転換社債型新株予約権付社債券に関する有価証券上場規程等

の特例（以下「転換社債型新株予約権付社債券特例」という。）

第４条第１項第１号に該当するおそれがあると本所が認めた場

合 

(b) 上場転換社債型新株予約権付社債券の発行者の発行する株券

が監理銘柄に指定されることとなった場合。 

(c) 転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第２号（転

換社債型新株予約権付社債券の全額について最終償還期限を繰

り上げて償還する又は転換社債型新株予約権付社債に係る新株

予約権の全部を当該銘柄の発行者が取得することとなる場合に

限る。）に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(d) 転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第３号に該

当するおそれがあると本所が認める場合又は上場転換社債型新

株予約権付社債券について社債権者集会が招集されることとな

った場合 

(e) 転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第４号に該

当するおそれがあると本所が認める場合（上場銘柄と引換えに

交付される転換社債型新株予約権付社債券が同特例第３条第３

項第４号又は第６号の規定により速やかに上場される見込みの

ある場合を除く。） 
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(f) 転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第５号に該

当するおそれがあると本所が認める場合 

(g) 転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第６号に該

当するおそれがあると本所が認める場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

上場転換社債型新株予約権付社債券が転換社債型新株予約権

付社債券特例第４条第１項各号（株券上場廃止基準の取扱い１

(8)ｂ(a)に規定する合併による解散の場合及び株券の不正発行

の場合を除く。）又は同条第２項第１号，第２号（最終償還期限

又は新株予約権の行使期限の到来により新株予約権の行使請求

期間が満了となる場合を除く。），第４号（上場銘柄と引換えに交

付される転換社債型新株予約権付社債券が同特例第３条第３項

第４号又は第６号の規定により速やかに上場される見込みのあ

る場合を除く。），第５号若しくは第６号に該当する場合は，当該

転換社債型新株予約権付社債券を整理銘柄に指定することがで

きる。 

(5) ＥＴＦ（ＥＴＦに関する有価証券上場規程の特例（以下「ＥＴＦ

特例」という。）第１条の２第１号に規定するＥＴＦをいう。）につ

いては，次のとおりとする。 

ａ 上場ＥＴＦの監理銘柄への指定 

上場ＥＴＦが次のいずれかに該当する場合には，当該上場ＥＴ

Ｆを監理銘柄に指定することができる。この場合において，

(f),(g)又は(l)の場合に該当する場合は監理銘柄(審査中)に指

定し，それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

(a) ＥＴＦ特例第10条第１項第１号本文若しくは第２号本文（同

条第２項第２号及び第３項第２号による場合を含む。）又は同条

第２項第１号本文に定める場合に該当した場合 

(b) 上場ＥＴＦに係る管理会社等がＥＴＦ特例第10条第１項第３
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号ａ（ＥＴＦに関する有価証券上場規程の特例の施行規則（以

下「ＥＴＦ特例施行規則」という。）第10条第４項の規定による

ものを除く。）若しくはｂに規定する投資信託約款の変更，同条

第２項第３号ｂに規定する信託約款又はこれに類する書類の変

更又は同条第３項第３号ａに規定する規約又はこれに類する書

類の変更に関する決定を行った場合 

(b)の２ 上場ＥＴＦに係る管理会社等がＥＴＦ特例第10条第１

項第３号ｂの３又はｂの４に該当することとなる決定を行った

場合 

(b)の３ 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｂ

の５に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(c) 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｃ本文に

定める場合に該当し，かつ，同ｃただし書きに該当することが

確認できない場合 

(d) 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｄに該当

するおそれがあると本所が認める場合 

(e) ２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３

条第１項の監査報告書又は中間監査報告書を添付した有価証券

報告書又は半期報告書について，次のいずれかに該当した場合 

イ 法第24条第１項又は第24条の５第１項に定める期間の最

終日までに内閣総理大臣等に提出できる見込みのない旨の

開示を，当該最終日までに行っているとき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(f) 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｆ（同条

第２項第３号ａ及び第３項第３号ａによる場合を含む。）に該当

するおそれがあると本所が認める場合 

(f)の２ 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｆ

の２(a)に定める猶予期間の最終日までに，同(a)の本文に該当
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しなくなったことを確認できない場合（同条第２項第３号ａ及

び同条第３項第３号ａによる場合を含む。） 

(f)の３ 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｆ

の２(b)に該当するおそれがあると本所が認める場合（同条第２

項第３号ａ及び同条第３項第３号ａによる場合を含む。） 

(g) 上場ＥＴＦの管理会社等（ＥＴＦ特例第１条の２第８号に規

定する管理会社等をいう。）がＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｇ

(a)前段又は同(b)前段（同条第２項第３号ａ及び第３項第３号

ａによる場合を含む。）に該当する場合又はこれらに該当すると

認められる相当の事由があると本所が認める場合。ただし，同

特例第10条第１項第３号ｇ(a)後段又は同(b)後段に該当しない

ことが明らかであるときは，この限りでない。 

(h) 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例施行規則第10条第13項第６号

に定める期間の最終日までに，相関係数が0.9以上になったこと

が確認できない場合 

(i) ＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｊ又は同条第２項第３号ｃ

（同条第３項第３号ｂによる場合を含む。）に該当するおそれが

あると本所が認める場合 

(j) 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第２項第３号ｄ（同条

第３項第３号ｂによる場合を含む。）に該当するおそれがあると

本所が認める場合 

(k) 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第２項第３号ｅ（同条

第３項第３号ｂによる場合を含む。）に該当するおそれがあると

本所が認める場合 

(l) 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｋ，同条

第２項第３号ｆ又は同条第３項第３号ｃ（受益証券の不正発行

の場合を除く。）に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(m) 上場ＥＴＦの銘柄がＥＴＦ特例第10条第３項第１号に該当す
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るおそれがあると本所が認める場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

上場ＥＴＦがＥＴＦ特例第10条のいずれかに該当する場合に

は，当該上場ＥＴＦを整理銘柄に指定することができる。 

(5)の２ ＥＴＮ信託受益証券（ＥＴＮに関する有価証券上場規程の特

例（以下「ＥＴＮ特例」という。）第２条第５号に規定するＥＴＮ信

託受益証券をいう。）については，次のとおりとする。 

ａ 上場ＥＴＮ信託受益証券の監理銘柄への指定 

上場ＥＴＮ信託受益証券が次のいずれかに該当する場合には，

当該上場ＥＴＮ信託受益証券を監理銘柄に指定することができ

る。この場合において，(d),(o)又は(t)の場合に該当する場合は

監理銘柄（審査中）に指定し，それ以外の場合は監理銘柄（確認

中）に指定する。 

(a) ＥＴＮ特例第17条第１項第１号ａに該当した場合 

(b) ＥＴＮ特例第17条第１項第１号ｂに該当するおそれがあると

本所が認める場合 

(c) 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者（発行者が保証会社（ＥＴ

Ｎ特例第４条第３項に規定する保証会社をいう。以下この号に

おいて同じ。）を附す場合は，保証会社）が行った決議又は決定

の内容がＥＴＮ特例第17条第１項第１号ｄに該当するおそれが

あると本所が認める場合 

(d) ＥＴＮ特例第17条第１項第１号ｅ前段又は同号ｆ前段に該当

する場合（これらに該当すると認められる相当の事由があると

認められる場合を含む。）。ただし，同号ｅ後段又は同号ｆ後段

に該当しないことが明らかであるときは，この限りでない。 

(e) ２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３

条第１項の監査報告書，四半期レビュー報告書又は中間監査報

告書を添付した有価証券報告書，四半期報告書又は半期報告書
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について，次のいずれかに該当した場合 

イ 法第24条第１項，第24条の４の７第１項及び第24条の５第

１項に定める期間の最終日までに内閣総理大臣等に提出で

きる見込みのない旨の開示を，当該最終日までに行っている

とき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(f) ＥＴＮ特例第17条第１項第２号ａに定める期間の最終日まで

に，純資産の額が100億円以上となることが確認できないとき。 

(g) ＥＴＮ特例第17条第１項第２号ｂに定める期間の最終日まで

に，１社以上の信用格付業者等により本所が定める基準以上の

格付が付与されることが確認できないとき。 

(h) 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者がＥＴＮ特例第17条第１項

第３号ａに該当することとなる上場ＥＴＮ信託受益証券に係る

受託有価証券であるＥＴＮの発行契約書若しくは発行プログラ

ム若しくはこれらに類する書類又は上場ＥＴＮ信託受益証券に

係る信託契約の変更に関する決定を行った場合 

(i) 上場ＥＴＮ信託受益証券の銘柄がＥＴＮ特例第17条第１項第

３号ｂに該当するおそれがあると本所が認める場合 

(j) ＥＴＮ特例第17条第１項第３号ｃに定める期間の最終日まで

に，上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者（保証会社が存在する場

合は保証会社）が発行するＥＴＮ（国内の金融商品取引所又は

外国金融商品取引所等に上場しているものに限る。以下この(j)

において同じ。）の残存償還価額総額（他社の発行するＥＴＮの

償還を保証する額を含み，裏付資産（ＥＴＮ特例第４条第４項

に規定する裏付資産をいう。）を有するＥＴＮの残存償還価額総

額を除く。）が，純資産の額の25％以下となることが確認できな

いとき。 

(k) ＥＴＮ特例第17条第１項第３号ｄ(a)（上場ＥＴＮ信託受益
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証券に係る受託有価証券であるＥＴＮの全額について最終償還

期限を繰り上げて償還にすることによる場合に限る。）に該当す

るおそれがあると本所が認める場合 

(l) ＥＴＮ特例第17条第１項第３号ｄ(b)に該当するおそれがあ

ると本所が認める場合 

(m) ＥＴＮ特例第17条第１項第３号ｄ(c)に該当するおそれがあ

ると本所が認める場合 

(n) 上場ＥＴＮ信託受益証券の銘柄がＥＴＮ特例第17条第１項第

３号ｄ(d)に該当するおそれがあると本所が認める場合（上場Ｅ

ＴＮ信託受益証券がＥＴＮ特例第３条第２項の規定によりその

承継後速やかに上場される見込みのある場合を除く。） 

(o) 上場ＥＴＮ信託受益証券の銘柄がＥＴＮ特例第17条第１項第

３号ｅに該当するおそれがあると本所が認める場合 

(p) ＥＴＮ特例第17条第１項第３号ｆに該当するおそれがあると

本所が認める場合 

(q) ＥＴＮ特例第17条第１項第３号ｇに該当することとなる上場

ＥＴＮ信託受益証券に係る受託有価証券であるＥＴＮの発行契

約書若しくは発行プログラム又はこれらに類する書類の変更に

関する決定を行った場合 

(r) 上場ＥＴＮ信託受益証券の銘柄がＥＴＮ特例第17条第１項第

３号ｈに該当するおそれがあると本所が認める場合 

(s) 上場ＥＴＮ信託受益証券の銘柄がＥＴＮ特例第17条第１項第

３号ｉに該当するおそれがあると本所が認める場合 

(t) 上場ＥＴＮ信託受益証券の銘柄がＥＴＮ特例第17条第１項第

３号ｊに該当するおそれがあると本所が認める場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

上場ＥＴＮ信託受益証券がＥＴＮ特例第17条のいずれかに該

当する場合には，当該上場ＥＴＮ信託受益証券を整理銘柄に指定
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することができる。 

(6) 投資証券（ベンチャーファンドに関する有価証券上場規程の特例

（以下「ベンチャーファンド特例」という。）第２条第１項に規定す

るベンチャーファンドが発行する投資証券をいう。以下この号及び

次条第１項第６号の２において同じ。）については,次のとおりとす

る。 

ａ 監理銘柄への指定 

上場投資法人が次のいずれかに該当する場合には，当該上場投

資証券を監理銘柄に指定することができる。この場合において，

(i),(j)又は(k)に該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定し，

それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

(a) ベンチャーファンドに関する有価証券上場規程の特例の取扱

い（以下「ベンチャーファンド特例の取扱い」という。）10(1)

ａに定める期間の最終日までに，ベンチャーファンド特例第13

条第１項第１号ａに該当しなくなったことが確認できない場合 

(b) 上場投資法人がベンチャーファンド特例第13条第１項第２号

のいずれかに該当することとなる規約の変更に関する役員会決

議を行った場合 

(c) 上場投資法人がベンチャーファンド特例第13条第１項第３号

に該当することとなる投資口口数の減少に関する役員会決議を

行った場合 

(d) 上場投資法人が，ベンチャーファンド特例の取扱い10(5)ｂ

に規定する合併に関する役員会決議を行った場合又は上場投資

法人が合併以外の事由により解散する場合のうち投資主総会の

決議により解散する場合において当該解散に関する役員会決議

を行った場合 

(e) 上場投資法人が行った決議又は決定の内容がベンチャーファ

ンド特例第13条第１項第６号に該当するおそれがあると本所が
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認める場合 

(f) 上場投資法人が，未公開株等の評価に係る業務の未公開株等

評価機関への委託を行わなくなった場合において，本所が適当

と認める他の未公開株等評価機関に委託することができないこ

とが明らかでないとき 

(g) 上場投資法人が，ベンチャーファンド特例第13条第１項第８

号に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(h) ２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３

条第１項の監査報告書又は中間監査報告書を添付した有価証券

報告書又は半期報告書について，次のいずれかに該当した場合 

イ 法第24条第１項又は第24条の５第１項に定める期間の最

終日までに内閣総理大臣等に提出できる見込みのない旨の

開示を，当該最終日までに行っているとき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(i) 上場投資法人が，ベンチャーファンド特例第13条第１項第10

号ａ前段又はｂ前段に該当する場合（これらに該当すると認め

られる相当の事由があると本所が認める場合を含む。）。ただし，

同特例第13条第１項第10号ａ後段又は同号ｂ後段に該当しない

ことが明らかであるときは，この限りでない。 

(j) ベンチャーファンド特例第13条第１項第11号に該当するおそ

れがあると本所が認める場合 

(j)の２ 上場投資法人が，投資主名簿に関する事務の委託契約

の解除の通知を受領した旨の開示を行った場合その他上場投資

証券の発行者が投資主名簿に関する事務を本所の承認する機関

に委託しないこととなるおそれがあると本所が認める場合 

(j)の３ ベンチャーファンド特例第13条第１項第13号に該当す

るおそれがあると本所が認める場合 

(k) ベンチャーファンド特例第13条第１項第14号に該当するおそ
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れがあると本所が認める場合 

(l) ベンチャーファンド特例第13条第２項本文に定める場合に該

当した場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

ベンチャーファンド特例第13条第１項又は第２項に該当する

場合（同条第１項第５号のうち，ベンチャーファンド特例の取扱

い10(5)ａに規定する合併による解散の場合及び投資法人の存続

期間が満了となる場合を除く。）には，当該上場投資証券を整理

銘柄に指定することができる。 

(6)の２ 不動産投資信託証券（不動産投資信託証券に関する有価証券

上場規程等の特例（以下「不動産投信特例」という。）第２条第１項

に規定する受益証券又は投資証券をいう。以下この号及び次条第１

項第６号の２において同じ。）については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定 

上場不動産投資信託証券が次のいずれかに該当する場合には，

当該上場不動産投資信託証券を監理銘柄に指定することができ

る。この場合において，(g)，(h)又は(k)に該当する場合は監理

銘柄（審査中）に指定し，それ以外の場合は監理銘柄（確認中）

に指定する。 

(a) 不動産投信特例第12条第１項第１号ａ本文若しくはｂ本文，

第２号本文又は第３号ｂ本文に定める場合に該当した場合 

(b) 上場投資証券の発行者が不動産投資信託証券に関する有価証

券上場規程等の特例の取扱い（以下「不動産投信特例の取扱い」

という。）８(4)ｂに規定する合併に関する役員会の決議を行っ

た場合，又は上場投資証券の発行者が合併以外の事由により解

散する場合のうち投資主総会の決議により解散する場合におい

て当該解散に関する役員会決議を行った場合 

(c) 上場投資証券の発行者が行った決議又は決定の内容が不動産
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投信特例第12条第１項第３号ａの(b）に該当するおそれがある

と本所が認める場合 

(d) 不動産投信特例の取扱い８(7)ａに規定する猶予期間の最終

日までに，不動産投信特例第12条第２項第１号から第３号まで，

第５号又は第６号に該当しなくなったことが確認できない場合 

(e) 上場投資証券の発行者が不動産投信特例第12条第２項第４号

に該当することとなる投資口口数の減少に関する役員会決議を

行った場合 

(f) ２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３

条第１項の監査報告書又は中間監査報告書を添付した有価証券

報告書又は半期報告書について，次のいずれかに該当した場合 

イ 法第24条第１項又は第24条の５第１項に定める期間の最

終日までに内閣総理大臣等に提出できる見込みのない旨の

開示を，当該最終日までに行っているとき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(g) 上場不動産投資信託証券の発行者が，不動産投信特例第12条

第２項第９号ａ前段又は同号ｂ前段に該当する場合（これらに

該当すると認められる相当の事由があると本所が認める場合を

含む。）。ただし，同特例第12条第２項第９号ａ後段又は同号ｂ

後段に該当しないことが明らかであるときは，この限りでない。 

(h) 不動産投信特例第12条第２項第10号に該当するおそれがある

と本所が認める場合 

(i) 上場不動産投資信託証券の発行者が，不動産投信特例第12条

第２項第11号から第14号までに規定する投資信託約款の変更又

は規約の変更に関する取締役会決議又は決定（投資証券の発行

者にあっては，役員会決議）を行った場合 

(j) 不動産投信特例第12条第２項第15号の２又は第16号に該当す

るおそれがあると本所が認める場合 
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(j)の２ 上場投資証券の発行者が，投資主名簿に関する事務の委

託契約の解除の通知を受領した旨の開示を行った場合その他上

場投資証券の発行者が投資主名簿に関する事務を本所の承認す

る機関に委託しないこととなるおそれがあると本所が認める場

合 

(k) 不動産投信特例第12条第２項第17号に該当するおそれがある

と本所が認める場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

不動産投信特例第12条第１項各号又は第２項各号に該当する

場合（同条第１項第３号ａのうち，不動産投信特例の取扱い９(1)

ａに規定する合併による解散の場合及び投資法人の存続期間が

満了となる場合，同条第２項第15号のうち受益証券に係る投資信

託契約が終了となる場合を除く。）には，当該上場不動産投資信

託証券を整理銘柄に指定することができる。 

(7) 外国投資証券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定 

上場外国投資法人が次のいずれかに該当する場合には，当該外

国投資証券を監理銘柄に指定することができる。この場合におい

て，(g)，(h)及び(k)に該当する場合は監理銘柄（審査中）に指

定し，それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

(a) 外国投資証券に関する有価証券上場規程の特例（以下「外国

投資証券特例」という。）第11条第１項第１号に該当するおそれ

があると本所が認める場合 

(b) 上場外国投資法人が行った決議又は決定の内容が外国投資証

券特例第11条第１項第３号に該当するおそれがあると本所が認

める場合 

(c) 外国投資証券特例第11条第１項第４号前段に該当するおそれ

があると本所が認める場合 
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(d) 外国投資証券に関する有価証券上場規程の特例の取扱い（以

下「外国投資証券特例の取扱い」という。）13(4)ｂに規定する

合併に関する役員会決議を行った場合，又は上場外国投資法人

が合併以外の事由により解散する場合のうち投資主総会の決議

により解散する場合（同取扱い13(3)ｂの規定の適用を受ける場

合を除く。）において当該解散に関する役員会決議を行ったとき。 

(e) 外国投資証券特例第11条第１項第５号に該当するおそれがあ

ると本所が認める場合 

(f) ２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３

条第１項の監査報告書又は中間監査報告書を添付した有価証券

報告書又は半期報告書について，次のいずれかに該当した場合 

イ 法第24条第１項又は第24条の５第１項に定める期間の最

終日までに内閣総理大臣等に提出できる見込みのない旨の

開示を，当該最終日までに行っているとき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(g) 上場外国投資法人が外国投資証券特例第11条第１項第７号ａ

前段又は同号ｂ前段に該当する場合（これらに該当すると認め

られる相当の事由があると本所が認める場合を含む。）。ただし，

同特例第11条第１項第７号ａ後段又は同号ｂ後段に該当しない

ことが明らかであるときは，この限りでない。 

(h) 外国投資証券特例第11条第１項第８号に該当するおそれがあ

ると本所が認める場合 

(h)の２ 外国投資証券特例第11条第１項第９号に該当するおそ

れがあると本所が認める場合 

(i) 上場外国投資法人が外国投資証券特例第11条第１項第10号に

該当するおそれがあると本所が認める場合 

(j) 上場外国投資法人が外国投資証券特例第11条第１項第11号に

該当する投資口の譲渡制限に関する役員会決議を行った場合 
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(k) 外国投資証券特例第11条第１項第12号（外国投資証券の不正

発行の場合を除く。）に該当するおそれがあると本所が認める場

合 

ｂ 整理銘柄への指定 

上場外国投資証券が外国投資証券特例第11条第１項各号（第12

号のうち外国投資証券の不正発行の場合を除く。）のいずれかに

該当する場合には，当該外国投資証券を整理銘柄に指定すること

ができる。 

(8) カバードワラントについては，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定 

上場カバードワラントが次のいずれかに該当する場合には，当

該上場カバードワラントを監理銘柄に指定することができる。こ

の場合において，上場カバードワラントの対象指標である上場株

券等（カバードワラントに関する有価証券上場規程の特例の施行

規則（以下｢カバードワラント特例施行規則｣という。）第５条第

１項に規定する「上場株券等」をいう。以下，この号及び次条第

１項第８号において同じ。）が監理銘柄（審査中）に指定されて

いる場合若しくは(d)，(e)又は(h)に該当する場合は監理銘柄（審

査中）に指定し，それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指定す

る。 

(a) 上場カバードワラントの発行者が行った決議又は決定の内容

がカバードワラントに関する有価証券上場規程の特例（以下｢カ

バードワラント特例｣という。）第15条第３号に該当するおそれ

があると本所が認める場合 

(b) 上場カバードワラントの対象指標である上場株券等が監理銘

柄に指定されることとなった場合（当該上場株券等が複数の金

融商品取引所に上場している場合は，全ての金融商品取引所に

おいて監理銘柄に指定される場合に限る。） 
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(c) ２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３

条第１項の監査報告書又は中間監査報告書を添付した有価証券

報告書又は半期報告書について，次のいずれかに該当した場合 

イ 法第24条第１項又は第24条の５第１項に定める期間の最

終日までに内閣総理大臣等に提出できる見込みのない旨の

開示を，当該最終日までに行っているとき。 

ロ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(d) カバードワラント特例第15条第８号に該当するおそれがある

と本所が認める場合 

(e) カバードワラント特例第15条第９号ａ前段又はｂ前段に該当

する場合（これらに該当すると認められる相当の事由があると

本所が認める場合を含む。）。ただし，同特例第15条第９号ａ後

段又は同ｂ後段に該当しないことが明らかであるときは，この

限りでない。 

(f) カバードワラント特例第15条第10号に該当するおそれがある

と本所が認める場合 

(g) カバードワラント特例第15条第11号（カバードワラントの不

正発行の場合を除く。）に該当するおそれがあると本所が認める

場合 

ｂ 整理銘柄への指定 

上場カバードワラントがカバードワラント特例第15条各号（第

１号，第10号及び第11号のうちカバードワラントの不正発行の場

合を除く。）のいずれかに該当する場合には，当該カバードワラ

ントを整理銘柄に指定することができる。 

 

（監理銘柄，整理銘柄への指定期間） 

第８条 前条に規定する銘柄の監理銘柄又は整理銘柄への指定期間は，

次の各号に定めるところによる。 
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(1) 株券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(e)までに定める日から

本所が株券上場廃止基準に該当するかどうかを認定した日まで

とする。ただし，前条第１号ａの(o)の場合において，次の(e)に

定める日から１年を超えることとなるときは，当該日から１年目

の日以降の日でその都度本所が定める日までとする。 

(a) 前条第１号ａの(f)，(h)，(m)及び(n)の場合 

本所が上場会社から書面による報告を受けた日の翌日 

(b) 前条第１号ａの(a)及び(b)の２の場合 

株券上場廃止基準の取扱い１(1)ａ及び株券上場廃止基準第

２条第１項第２号に定める期間の最終日の翌日 

(c) 前条第１号ａの(d)，(f)の２及び(i)の場合 

株券上場廃止基準の取扱い１(4)aにおいて準用する上場株券

の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基準の取扱

い１(4)bに定める期間，株券上場廃止基準第２条第１項第７号

後段に定める期間又は同基準の取扱い１(9)fに定める猶予期間

の最終日の翌日 

(d) 前条第１号ａの(j)の場合 

同(j)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(j) 

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(e) 前条第１号ａの(b)，(d)，(e)，(g) ，(i)の２，(i)の３，(k)，

(l)，(l)の２及び(n)の２から(q)までの場合 

本所が必要と認めた日 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該株券の上場廃止を決定した日

から株券上場廃止基準の取扱い４に定める上場廃止日の前日ま

での間で行うことができる。 
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(1)の２ ＪＡＳＤＡＱ上場株券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(f)までに定める日から

本所がＪＱ有価証券上場規程第47条第17条に該当するかどうか

を認定した日までとする。ただし，前条第１号の２ａ(n)の場合

において，(f)に定める日から１年を超えることとなるときは，

当該日から１年目以降の日で本所がその都度定める日までとす

る。 

(a) 前条第１号の２ａの(a)及び(b)の場合 

猶予期間の最終日の翌日 

(b) 前条第１号の２ａ(f)，(i)，(p)及び(q)の場合 

本所がＪＡＳＤＡＱ上場会社から書面による報告を受けた日

の翌日 

(c) 前条第１号の２ａ(g)の場合 

ＪＱ有価証券上場規程第47条第１項第７号後段に定める期間

の最終日の翌日 

(d) 前条第１号の２ａ(j)の場合 

ＪＱ有価証券上場規程取扱要領43(9)ｆに定める猶予期間の

最終日の翌日 

(e) 前条第１号の２ａ(l)の場合 

同(l)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(l)

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(f) 前条第１号の２ａ(c)，(d)，(e)，(h)，(j)の２，(k)，(m)，

(n)，(o)及び(r)から(x)までの場合 

本所が必要と認めた日 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該株券の上場廃止を決定した日

からＪＱ有価証券上場規程取扱要領49に定める上場廃止日の前
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日までの間で行うことができる。 

(2) 競争売買市場に上場する優先株については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(e)までに定めるところ

による。 

(a) 前条第２号ａ (a)及び(c)の場合には，優先株特例の取扱い

３(1)において準用する株券上場廃止基準の取扱い１(1)ａ及び

優先株特例第５条第２項第２号の最終日の翌日から本所が優先

株特例第５条第２項第１号及び第２号に該当するかどうかを認

定した日までとする。 

(b) 前条第２号ａの(b)の場合 

本所が必要と認めた日 

(c) 前条第２号ａ(d)から(e)の２までの場合には，本所が必要と

認めた日から本所が優先株特例第５条第２項第５号から第６号

の２までの各号に該当するかどうかを認定した日までとする。 

(d) 前条第２号ａ(f)の場合には，本所が必要と認めた日から本

所が優先株特例第５条第２項第７号に該当するかどうかを認定

した日までとする。ただし，当該本所が必要と認めた日から１

年を超えることとなるときは，当該日から１年目の日以降の日

でその都度本所が定める日までとする。 

(e) 前条第２号ａの(g)の場合には，上場優先株の発行者の発行

する株券の監理銘柄への指定期間と同一とする。 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該優先株の上場廃止を決定した

日から優先株特例の取扱い２(6)に定める上場廃止日の前日まで

の間で行うことができる。 

(2)の２ ＪＡＳＤＡＱに上場する種類株については，次のとおりと

する。 
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ａ 監理銘柄の指定期間 

監理銘柄の指定期間は，次の(a)から(g)までに定めるところに

よる。 

(a) 前条第２号の２ａ(a)の場合には，種類株特例取扱い４(1)ｄ

に定める期間の最終日の翌日から本所が種類株特例第７条第２

項第１号に該当するかどうかを認定した日までとする。 

(b) 前条第２号の２ａ(b)の場合には，本所が必要と認めた日か

ら本所が種類株特例第７条第２項第４号に該当するかどうかを

認定した日までとする。 

(c) 前条第２号の２ａ(c)の場合には，本所が上場種類株の発行者

から書面による報告を受けた日の翌日から本所が種類株特例第

７条第２項第５号に該当するかどうかを認定した日までとする。 

(d) 前条第２号の２ａ(d)の場合には，本所が必要と認めた日か

ら本所が種類株特例第７条第２項第６号に該当するかどうかを

認定した日までとする。ただし，本所が必要と認めた日から１

年を超えることとなるときは，当該日から１年目の日以降の日

でその都度本所が定める日までとする。 

(e) 前条第２号の２ａ(e)の場合には，本所が必要と認めた日か

ら本所が種類株特例第７条第２項第６号の２に該当するかどう

かを認定した日までとする。 

(f) 前条第２号の２ａ(f)の場合には，本所が必要と認めた日か

ら本所が種類株特例第７条第２項第７号に該当するかどうかを

認定した日までとする。ただし，本所が必要と認めた日から１

年を超えることとなるときは，当該日から１年目の日以降の日

でその都度本所が定める日までとする。 

(g) 前条第２号の２ａ(g)の場合には，上場種類株の発行者の発

行する上場株券の監理銘柄の指定期間と同一とする。 

ｂ 整理銘柄の指定期間 
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整理銘柄の指定は，本所が当該上場種類株の上場廃止を決定し

た日から種類株に関する特例取扱い４(4)ａ又はｂに定める上場

廃止日の前日までの間で行うことができる。 

(3) 債券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(f)までに定めるところ

による。 

(a) 前条第３号ａ(a)の場合には，上場債券の発行者の発行する

株券の監理銘柄への指定期間と同一とする。ただし，同号ａの

(a)本文後段の場合には，本所が必要と認めた日から本所が債券

特例第７条又は第８条に該当するかどうかを認定した日までと

する。 

(b) 前条第３号ａ(b)の場合には，本所が必要と認めた日から本

所が債券特例第７条第２項３号に該当するかどうかを認定した

日までとする。 

(c) 前条第３号ａ(c)の場合には，本所が必要と認めた日から本

所が債券特例第７条第２項第４号（同特例第８条第２項の規定

による場合を含む。）に該当するかどうかを認定した日までとす

る。 

(d) 前条第３号ａ(d)の場合には，本所が必要と認めた日から本所

が債券特例第７条第２項第６号（同特例第８条第２項の規定に

よる場合を含む。）に該当するかどうかを認定した日までとする。 

(e) 前条第３号ａ(e)の場合 

同(e)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(e)

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(f) 前条第３号ａ(f)の場合には，本所が必要と認めた日から本

所が債券特例第７条第２項第６号（同特例第８条第２項の規定

による場合を含む。）に該当するかどうかを認定した日までとす
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る。ただし，当該本所が必要と認めた日から１年を超えること

となるときは，当該日から１年目の日以降の日でその都度本所

が定める日までとする。 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該債券の上場廃止を決定した日

から債券に関する有価証券上場規程の特例の取扱い４(2)ａ，ｂ，

ｄ，ｆ，ｇ又はｈに定める上場廃止日の前日までの間で行うこと

ができる。 

(4) 転換社債型新株予約権付社債券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(g)までに定めるところ

による。 

(a) 前条第４号ａ(a)の場合には，本所が必要と認めた日から転

換社債型新株予約権付社債券特例第４条第１項第１号に該当す

るかどうかを認定した日までとする。 

(b) 前条第４号ａ(b)の場合には，上場転換社債型新株予約権付

社債券の発行者の発行する株券の監理銘柄への指定期間と同一

とする。 

(c) 前条第４号ａ(c)の場合には，本所が必要と認めた日から本

所が転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第２号に

該当するかどうかを認定した日までとする。 

(d) 前条第４号ａ(d)の場合には，本所が必要と認めた日から本

所が転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第３号に

該当するかどうかを認定した日までとする。 

(e) 前条第４号ａ(e)の場合には，本所が必要と認めた日から本

所が転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第４号に

該当するかどうかを認定した日までとする。 

(f) 前条第４号ａ(f)の場合には，本所が必要と認めた日から本所
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が転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第５号に該

当するかどうかを認定した日までとする。 

(g) 前条第４号ａ(g)の場合には，本所が必要と認めた日から本

所が転換社債型新株予約権付社債券特例第４条第２項第６号に

該当するかどうかを認定した日までとする。ただし，当該本所

が必要と認めた日から１年を超えることとなるときは，当該日

から１年目の日以降の日でその都度本所が定める日までとする。 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該転換社債型新株予約権付社債

券の上場廃止を決定した日から転換社債型新株予約権付社債券

に関する有価証券上場規程等の特例の取扱い３(3)ａ，ｂ，ｄ，

ｆ又はｇに定める上場廃止日の前日までの間で行うことができ

る。 

(5) ＥＴＦについては，次のとおりとする。 

ａ 上場ＥＴＦの監理銘柄への指定期間 

上場ＥＴＦの監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(d)までに

定める日から本所がＥＴＦ特例第10条第１項各号，第２項各号又

は第３項各号（同条第１項第３号ｈ（同条第２項第３号ａ及び第

３項第３号ａによる場合を含む。）を除く。）に該当するかどうか

を認定した日までとする。 

(a) 前条第５号ａの(a) から(d)までの場合 

本所がＥＴＦに係る管理会社等から書面による報告を受けた

日の翌日 

(a)の２ 前条第５号ａ(f)の２の場合 

ＥＴＦ特例第10条第１項第３号ｆの２(a)に定める猶予期間

の最終日の翌日 

(b) 前条第５号ａの(h)の場合 

ＥＴＦ特例施行規則第10条第10項第６号に定める期間最終日
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の翌日 

(c) 前条第５号ａの(e)の場合 

同(e)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(e)

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(d) 前条第５号ａ(f)，(f)の３，(g)及び(i)から(m)までの場合 

本所が必要と認めた日   

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該上場ＥＴＦの上場廃止を決定

した日からＥＴＦ特例施行規則第11条に定める上場廃止日の前

日までの間で行うことができる。 

(5)の２ ＥＴＮ信託受益証券については，次のとおりとする。 

ａ 上場ＥＴＮ信託受益証券の監理銘柄への指定期間 

上場ＥＴＮ信託受益証券の監理銘柄への指定期間は，次の(a)

から(g)までに定める日から本所がＥＴＮ特例第17条第１項各号

に該当するかどうかを認定した日までとする。 

(a) 前条第５号の２ａ(a)，(c)，(h)及び(q)の場合 

本所が上場ＥＴＮ信託受益証券に係る発行者から書面による

報告を受けた日の翌日 

(b) 前条第５号の２ａ(b)，(d)，(k)から(p)まで，(r)から(t)ま

での場合 

本所が必要と認めた日 

(c) 前条第５号の２ａ(e)の場合 

同(e)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(e)

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(d) 前条第５号の２ａ(f)の場合 

ＥＴＮ特例第17条第１項第２号ａに定める期間最終日の翌日 

(e) 前条第５号の２ａ(g)の場合 

ＥＴＮ特例第17条第１項第２号ｂに定める期間最終日の翌日 
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(f) 前条第５号の２ａ(i)の場合 

相関係数が0.9未満となった日の翌日 

(g) 前条第５号の２ａ(j)の場合 

ＥＴＮ特例第17条第１項第３号ｃに定める期間最終日の翌日 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該上場ＥＴＮ信託受益証券の

上場廃止を決定した日からＥＴＮに関する有価証券上場規程の

特例の施行規則第14条に定める上場廃止日の前日までの間で行

うことができる。 

 (6) 投資証券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(e)までに定める日から

本所がベンチャーファンド特例第13条第１項各号又は第２項各

号に該当するかどうかを認定した日までとする。 

(a) 前条第６号ａの(a)の場合 

ベンチャーファンド特例の取扱い10(1)ａに規定する猶予期

間の最終日の翌日 

(b) 前条第６号ａの(b)から(e)の場合 

本所が上場投資法人から書面による報告を受けた日の翌日 

(c) 前条第６号ａの(f)の場合 

本所が上場投資法人から，当該上場投資法人が，未公開株等

の評価に係る業務を未公開株等評価機関への委託を行わなくな

った旨の書面による報告を受けた日の翌日 

(d) 前条第６号ａの(h)の場合 

同(h)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(h) 

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(e) 前条第６号ａの(g)及び(i)から(l)までの場合 

本所が必要と認めた日 



- 38 - 
 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該上場投資証券の上場廃止を決

定した日からベンチャーファンド特例の取扱い11に定める上場

廃止日の前日までの間で行うことができる。 

(6)の２ 不動産投資信託証券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(d)までに定める日から

本所が不動産投信特例第12条第１項各号又は第２項各号に該当

するかどうかを認定した日までとする。 

(a) 前条第６号の３ａの(a)から(c)まで，(e)及び(i)の場合 

本所が上場不動産投資信託証券の発行者から書面による報告

を受けた日の翌日 

(b) 前条第６号の２ａの(d)の場合 

不動産投信特例の取扱い８(7)ａに規定する猶予期間の最終

日の翌日 

(c) 前条第６号の２ａの(f)の場合 

同(f)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(f)

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(d) 前条第６号の２ａの(g)，(h)，(j)から(k)までの場合 

本所が必要と認めた日 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該上場投資証券の上場廃止を決

定した日から不動産投信特例の取扱い９に定める上場廃止日の

前日までの間で行うことができる。 

(7) 外国投資証券については，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a) から(c)までに定める日か

ら本所が外国投資証券特例第11条第１項各号（第２号を除く。）
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に該当するかどうかを認定した日までとする。ただし，前条第７

号ａ(k)の場合において，次の(a)に定める日から１年を超えるこ

ととなるときは，当該日から１年目の日以降でその都度本所が定

める日までとする。 

(a) 前条第７号ａの(a)，(c)，(e)，(g)，(h)，(h)の２，(i)及

び(k)の場合 

本所が必要と認めた日 

(b) 前条第７号ａの(b)，(d)及び(j)の場合 

本所が上場外国投資法人から書面による報告を受けた日の翌

日 

(c) 前条第７号ａの(f)の場合 

同(f)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(f)

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該外国投資証券の上場廃止を決

定した日から外国投資証券特例の取扱い14に定める上場廃止日

の前日までの間で行うことができる。 

(8) カバードワラントについては，次のとおりとする。 

ａ 監理銘柄への指定期間 

監理銘柄への指定期間は，次の(a)から(d)までに定める日から

本所がカバードワラント特例第15条各号に該当するかどうかを

認定した日までとする。 

(a) 前条第８号ａの(a)の場合 

本所が上場カバードワラントの発行者から書面による報告を

受けた日の翌日 

(b) 前条第８号ａの(b)の場合 

対象指標である上場株券等の監理銘柄への指定期間と同一と

する。 
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(c) 前条第８号ａの(c)の場合 

同(c)イに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同(c)

ロに該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(d) 前条第８号ａの(d)から(g)までの場合 

本所が必要と認めた日 

ｂ 整理銘柄への指定期間 

整理銘柄への指定は，本所が当該上場カバードワラントの上場

廃止を決定した日からカバードワラント特例施行規則第12条第

１項に定める上場廃止日の前日までの間で行うことができる。 

２ 前項の場合（同項第１号ａ(b)及び(c)，第１号の２ａ(a)及び(c)，

第２号ａ(a)，第５号ａ(b)，第６号ａ(a)に該当する場合を除く。）に

おいて，本所が必要と認めるときは，監理銘柄への指定期間の始期に

ついては，次の各号に定めるときとし，監理銘柄への指定期間の終期

については，同項各号において監理銘柄への指定期間の最終日として

規定する日の本所がその都度定める時とすることができるものとする。 

(1) 前項第１号ａ(a)，第１号の２ａ(b)，第５号ａ(a)，第５号の２ａ

(a)，第６号ａ(b)若しくは(c)，第６号の２ａ(a)，第７号ａ(b)又は

第８号ａ(a)の場合 

当該書面による報告を受けた日の本所がその都度定める時 

(2) 前号以外の場合 

本所がその都度定める時 

 

（社会資本整備市場の上場株券，上場優先株又は上場社債券の監理銘柄，

整理銘柄への指定） 

第９条 社会資本整備市場の上場株券，上場優先株又は上場社債券の監

理銘柄への指定は，次の各号に掲げる場合に行うことができる。この

場合において，第９号の２，第11号，第12号，第15号及び第16号に該

当する場合は監理銘柄（審査中）に指定し，それ以外の場合は監理銘
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柄（確認中）に指定する。 

(1) 社会資本整備市場の上場会社が社会資本整備市場上場廃止基準第

２条第１項第１号及び同条第２項第１号に該当することとなる株式

数の減少に関する取締役会決議を行った場合 

(2) 社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(2)ａに定める期間の

最終日までに，株主数が150人以上に達したことが確認できない場合 

(3) 社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第３号に該当した場

合であって，同条第１項第３号ただし書に規定する公募，売出し又

は立会外分売が行われるかどうかを確認できないとき。 

(3)の２ 社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(4)において準用

する上場株券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え基

準の取扱い１(4)bに定める期間の最終日までに，社会資本整備市場

上場廃止基準第２条第1項第４号に該当しなくなったことが確認で

きない場合 

(4) 上場会社が社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第５号に

該当することとなる無配に関する取締役会決議を行った場合 

(5) 上場会社が社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第６号に

該当する状態にある旨の発表等を行った場合であって，同号に該当

するかどうかを確認できないとき。 

(6) 上場会社が行った決議又は決定の内容が社会資本整備市場上場廃

止基準第２条第１項第８号に該当するおそれがあると本所が認める

場合（同号に規定する開示を行った場合を除く。） 

(6)の２ 社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第８号後段に定

める期間の最終日までに，同号後段に該当しなくなったことが確認

できない場合 

(7) 社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第９号前段に規定す

る場合に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(8) 上場会社が社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(9)ｂの(b)
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に規定する合併に関する取締役会決議を行った場合（委員会設置会

社にあっては執行役の決定を含む。），又は上場会社が合併以外の事

由により解散する場合のうち株主総会の決議により解散する場合

（同取扱い１(8)の規定により準用する株券上場廃止基準の取扱い

１(7)ｂの(b)の規定の適用を受ける場合を除く。）において当該解散

に関する取締役会決議を行ったとき。 

(9) 社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(10)ｅに定める猶予期

間の最終日までに，社会資本整備市場上場審査基準に準じて本所が

定める基準に適合することが確認できない場合 

(9)の２ 社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第10号の２に

該当するおそれがあると本所が認める場合 

(10)２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令第３条第

１項の監査報告書又は四半期レビュー報告書を添付した有価証券報

告書又は四半期報告書について，次のいずれかに該当した場合 

ａ 法第24条第１項又は第24条の４の７第１項に定める期間の最

終日までに内閣総理大臣等に提出できる見込みのない旨の開示

を，当該最終日までに行っているとき。 

ｂ 当該最終日までに内閣総理大臣等に提出しなかったとき。 

(11)上場会社が社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第12号ａ

前段又は同号ｂ前段に該当する場合（これらに該当すると認められ

る相当の事由があると本所が認める場合を含む。）。ただし，同特例

第17条第１項第10号ａ後段又は同号ｂ後段に該当しないことが明ら

かであるときは，この限りでない。 

(12)社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第13号に該当するお

それがあると本所が認める場合 

(12)の２ 上場会社が，株式事務代行委託契約の解除の通知を受領し

た旨の開示を行った場合その他上場会社が株式事務を本所の承認す

る株式事務代行機関に委託しないこととなるおそれがあると本所が
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認める場合 

(13)上場会社が社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第15号に

該当する株式の譲渡制限に関する取締役会決議を行った場合 

(14)上場会社が社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(14)ｂに規

定する株式交換又は株式移転に関する取締役会決議を行った場合

（委員会設置会社にあっては執行役の決定を含む。） 

(14)の２ 社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第17号に該当

するおそれがあると本所が認める場合 

(14)の３ 社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第18号に規

定する「株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると本

所が認めた場合」に該当するおそれがあると本所が認める場合 

(14)の４ 上場会社が社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(16)

ｂに規定する株式の全部の取得を行う旨の発表等を行ったとき。 

(15)社会資本整備市場上場廃止基準第２条第１項第20号に該当するお

それがあると本所が認める場合 

(16)社会資本整備市場の上場社債券が社会資本整備市場上場廃止基準

第２条第３項第３号に該当するおそれがあると本所が認める場合又

は上場社債券について社債権者集会が招集されることとなった場合 

２ 社会資本整備市場の上場株券，上場優先株又は上場社債券の整理銘

柄への指定は，次の各号に掲げる場合に行うことができる。 

(1) 社会資本整備市場の上場株券が社会資本整備市場上場廃止基準第

２条第１項各号（第９号のうち社会資本整備市場上場廃止基準の取

扱い１(9)ｂの(a)に規定する合併による解散の場合，第15号のうち

社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(14)ａに規定する株式交

換による完全子会社化の場合及び第19号のうち社会資本整備市場上

場廃止基準の取扱い１(16)ａに該当する場合を除く。）のいずれかに

該当する場合 

(2) 社会資本整備市場の上場優先株が社会資本整備市場上場廃止基準
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第２条第１項各号（第１号，第９号のうち社会資本整備市場上場廃

止基準の取扱い１(9)ｂの(a)に規定する合併による解散の場合及び

第16号のうち社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(14)ａに規

定する株式交換による完全子会社化の場合を除く。）のいずれかに該

当する場合 

(3) 社会資本整備市場の上場社債券が社会資本整備市場上場廃止基準

第２条第１項第７号から第13号まで,又は第18号から第20号まで（第

９号のうち社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(9)ｂの(a)に

規定する合併による解散の場合及び第20号のうち株券の不正発行の

場合を除く。）のいずれかに該当する場合のほか，第２条第３項第１

号及び第２号（社債券の全額について最終償還期限を繰り上げて償

還することにより残存年数が１年未満になった場合に限る。）に該当

する場合 

 

（社会資本整備市場の上場株券，上場優先株又は上場社債券の監理銘柄，

整理銘柄への指定期間） 

第10条 前条に規定する銘柄の監理銘柄又は整理銘柄への指定期間は，

次の各号に定めるところによる。 

(1) 監理銘柄への指定期間は，次のａからeまでに定める日から本所

が社会資本整備市場上場廃止基準に該当するかどうかを認定した日

までとする。ただし，前条第１項第15号の場合において，次のｃに

定める日から１年を超えることとなるときは，当該日から１年目の

日以降の日でその都度本所が定める日までとする。 

ａ 前条第１項第１号，第４号，第６号，第８号，第13号及び第14

号の場合 

   本所が上場会社から書面による報告を受けた日の翌日 

ｂ 前条第１項第２号の場合 

   社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(2)ａに定める期間
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の最終日の翌日 

ｃ 前条第１項第３号，第５号，第７号，第11号，第12号，第12号

の２及び第14号の２から第16号までの場合 

   本所が必要と認めた日 

ｄ 前条第１項第３号の２，第６号の２及び第９号の場合 

   社会資本整備市場上場廃止基準の取扱い１(4)において準用す

る上場株券の市場第一部銘柄から市場第二部銘柄への指定替え

基準の取扱い１(4)bに定める期間，社会資本整備市場上場廃止基

準第２条第１項第８号後段に定める期間又は同基準取扱い１

(10)eに定める猶予期間の最終日の翌日 

ｅ 前条第１項第10号の場合 

   同号ａに該当した場合は，当該開示を行った日とし，同号ｂに

該当した場合は，当該最終日の翌日とする。 

(2) 前号の場合（ｂ及びｄに該当する場合を除く。）において，本所が

必要と認めるときは，監理銘柄への指定期間の始期については，次

のａ及びｂに定める時とし，監理銘柄への指定期間の終期について

は，同項各号において監理銘柄への指定期間の最終日として規定す

る日の本所がその都度定めるときとすることができるものとする。 

ａ 前号ａの場合 

  当該書面による報告を受けた日の本所がその都度定める時 

ｂ ａ又は前ｂ以外の場合 

  本所がその都度定める時 

(3) 整理銘柄への指定期間 

   整理銘柄への指定は，本所が当該株券，当該上場優先株又は当該

上場社債券の上場廃止を決定した日から社会資本整備市場上場廃止

基準の取扱い５に定める上場廃止日の前日までの間で行うことがで

きる。 
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（上場廃止申請銘柄の監理銘柄，整理銘柄への指定等） 

第11条 上場廃止の申請があった銘柄の監理銘柄又は整理銘柄への指定

及び指定期間は，次の各号に定めるところによる。 

(1) 本所が必要と認める場合は，上場廃止申請が行われた上場有価証

券について，上場廃止するかどうかの審査を行っている期間，監理

銘柄に指定することができる。この場合において，監理銘柄（確認

中）に指定する。 

(2) 本所が必要と認める場合は，上場廃止申請が行われ上場廃止が決

定した有価証券について，本所が必要と認める期間（原則として１

か月），整理銘柄に指定することができる。 

 

 

付 則 

１ この規則は，昭和57年10月１日から施行する。 

２ 株券上場廃止基準昭和57年10月１日改正付則第６項の規定に基づき，

同基準第２条第１項第２号の規定が読み替えられて適用される場合に

は，第７条第１号ａの(a)及び第８条第１号ａの(a)に規定する期間の

最終日は，昭和60年10月１日以後１年以内に到来する決算期とする。 

３ 優先株に関する特例昭和57年10月１日改正付則第５項の規定に基づ

き，同特例第５条第２項第２号の規定が読み替えられて適用される場

合には，第７条第２号ａの(a)及び第８条第２号ａの(a)に規定する期

間の最終日は，昭和60年10月１日以後１年以内に到来する決算期とす

る。 

付 則 

１ この規則は，平成３年２月18日から施行する。 

２ 株券売買立会場における取引ポストの設置及び当該取引ポストへの

銘柄の割当てについては，改正後の第２条及び第４条の規定にかかわ

らず，本所が定める日まで，なお従前の例による。 
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（注）「本所が定める日」は平成３年３月21日 

付 則 

  この規則は，平成４年２月１日から施行する。 

付 則 

１ この規則は，平成11年２月１日から施行する。 

２ 改正後の第７条第１号ａの(e)の規定は，平成15年１月１日以後の決

算期において該当する上場会社から適用し，同日前に到来する決算期

において該当することとなる上場会社については，なお従前の例によ

る。 

付 則 

  この規則は，特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律等

の一部を改正する法律（平成12年法律第97号）の施行の日から施行す

る。 

  (注) 「法律の施行の日」は平成12年11月30日 

付 則 

１ この規定は，平成13年4月2日から施行する。 

２ 改正後の第７条第１号ａの(j)，第４号ａの(c)及び第７号ａの(f)

並びに第８条第１項第１号ａの(e)，第４号ａの(c)及び第７号ａの(c)

並びに第９条第１項第10号及び第10条第１号ｅの規定は，平成13年３

月末日以降に終了する事業年度又は中間会計期間に係る有価証券報告

書又は半期報告書から適用する。 

付 則 

  この規則は，平成13年10月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成14年５月13日から施行する。 

付 則 

１ この規則は，平成15年１月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず，この規則施行の日の前日までに現に整理
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ポストへの割当てをされている銘柄の割当て期間については，なお従

前の例による。 

付 則 

  この規則は，平成15年４月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成15年４月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成15年５月８日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成15年12月18日から施行する。 

付 則 

１ この規則は，平成17年２月１日から施行する。 

２ 改正後の第７条第１号ａ(j)，第４号ａ(d)，第６号ａ(e)，第６号の

２ａ(h)，第６号の３ａ(f)及び第７号ａ(f)並びに第９条第10号の規定

は，この規則施行の日（以下「施行日」という。）以後開始する事業年

度又は中間会計期間（第７条第６号に規定する受益証券にあっては計

算期間又は中間計算期間，同条第６号の２に規定する投資証券にあっ

ては営業期間又は中間営業期間及び同条６号の３に規定する不動産投

資信託証券にあっては計算期間若しくは営業期間又は中間計算期間若

しくは中間営業期間とする。以下同じ。）に係る有価証券報告書又は半

期報告書から適用する。 

３ 施行日において現に上場会社である会社のうち，株式事務を本所の

承認する株式事務取扱機関に委託していない会社については，施行日

以後最初に到来する決算期に関する定時株主総会の招集日から起算し

て１か月目の日を迎えたときから改正後の第７条第１号ａ(l)の２及

び第９条第１項第12号の２の規定を適用する。 

４ 平成４年２月１日改正付則第２項を削る改正規定は，施行日以後開

始する事業年度の翌事業年度の末日以後において第７条第１号ａ(b)
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に該当することとなる上場会社から適用する。 

付 則 

  この規則は，平成17年10月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成17年10月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成18年１月10日から施行する。 

付 則 

１ この規則は，平成18年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず，本所が指定する銘柄に関するこの規則の

適用については，本所が銘柄ごとに定める日までは，なお従前の例に

よる。 

付 則 

  この規則は，平成18年４月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成18年５月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成18年10月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成19年２月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成19年３月15日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成19年９月30日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成19年12月１日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成20年１月４日から施行する。 
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付 則 

  この規則は，平成20年２月１日から施行する。 

付 則 

１ この規則は，平成20年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第７条第１号ａの(j)，同条第１号の２ａの(o)及び同条第

３号ａの(e)並びに第９条第10号の規定は，この改正規定施行の日（以

下「施行日」という。）以後に開始する事業年度から適用し，施行日よ

りも前に開始する事業年度に係るものについては，なお従前の例によ

る。 

３ 施行日から起算して1年以内に開始する事業年度における四半期報

告書に関する改正後の第７条第１号ａの(j)，同条第１号の２ａの(o)

及び同条第３号ａの(e)並びに第９条第10号の規定の適用については，

各規定中「最終日」及び「当該最終日」とあるのは「最終日の翌日か

ら起算して15日を経過する日」とする。 

付 則 

  この規則は，平成20年４月14日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成20年８月20日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成20年10月29日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成21年１月５日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成21年11月16日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成21年12月30日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成22年６月30日から施行する。 
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付 則 

  この規則は，平成22年10月12日から施行する。 

付 則 

  この規則は，平成22年10月12日から施行する。 

付 則 

 この規則は，平成23年８月１日から施行する。 

  付 則 

 この規則は，平成24年３月12日から施行する。 

  付 則 

 この規則は，平成25年１月１日から施行する。 

 


